
（ 屋内消火栓設備に関する 基準）  

第 3 8 条 令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物で、 地階を 除く 階数が５ 以上のも の（ 特定主要構造

部（ 建築基準法第２ 条第９ 号の２ イ に規定する 特定主要構造部を いう 。 以下同じ 。） が耐火構造

である か、 若し く は主要構造部（ 同条第５ 号に規定する 主要構造部を いう 。） が不燃材料で造ら

れている も ので、 ５ 階以上の階の部分の床面積の合計が 1 0 0 平方メ ート ル（ 特定主要構造部が

耐火構造で、かつ、壁及び天井の室内に面する 部分の仕上げを 準不燃材料でし たも のにあ つては、

2 0 0 平方メ ート ル） 以下のも の又は特定主要構造部が耐火構造である も ので、 ５ 階以上の部分

が床面積の合計 1 0 0 平方メ ート ル（ 壁及び天井の室内に面する 部分の仕上げを 準不燃材料で

し たも のにあつては 2 0 0 平方メ ート ル） 以内ご と に耐火構造の床若し く は壁又は建築基準法施

行令第 1 1 2 条第 1 9 項第２ 号に定める 構造の防火戸で区画さ れている も のを 除く 。） には、 屋内

消火栓設備を 設けなければなら ない。（ う ）（ え）（ し ）（ に）（ る ）（ ろ ）（ わ）（ イ ）  

２  前項の規定によ り 設ける 屋内消火栓設備は、令第 1 1 条第３ 項及び第４ 項の規定の例によ り 設

置し 、 及び維持し なければなら ない。（ う ）  

 

【 解説】  

 本条は、 令第 1 1 条第１ 項の規定の適用を 受けない防火対象物に対し 、 屋内消火栓設備に関する 設

置及び維持の技術上の基準を 規定し たも のである 。  

 

１  第１ 項の規定は、令別表第１ 各項に掲げる 防火対象物で、地階を 除く 階数が５ 以上の防火対象物

に対する 屋内消火栓設備の設置基準を 規定し たも のである 。ただし 、５ 階以上の階の床面積の規模、

構造又は区画等が次のいずれかに適合する 場合は、 除かれる 。  

 ⑴ 防火対象物の特定主要構造部（ 主要構造部（ 壁、 柱、 床、 はり 、 屋根及び階段） のう ち、 防火

上及び避難上支障がないも のと し て建基令で定める 部分以外の部分を いう 。 以下同じ 。） が耐火

構造か、 不燃材料で施工さ れている も ので、 ５ 階以上の階の床面積の合計が 1 0 0 平方メ ート ル

以下のも の。  

 ⑵ 防火対象物の主要構造部が耐火構造で、かつ、壁及び天井の室内に面する 部分の仕上げを 準不

燃材料で施工さ れている も ので、５ 階以上の階の床面積の合計が 2 0 0 平方メ ート ル以下のも の。 

⑶ 防火対象物の特定主要構造部が耐火構造で、 ５ 階以上の部分を 床面積 1 0 0 平方メ ート ル以内

ご と に耐火構造の床若し く は壁又は建基令第 1 1 2 条第 1 9 項第２ 号に定める 構造の防火設備で

ある 防火戸で区画さ れている も の。  

 なお、 同号に定める 構造と は、 次に掲げる 要件を 満たし ている も のを いう 。  

ア 常時閉鎖又は随時閉鎖でき る も のである こ と 。  

イ  閉鎖状態において避難上支障がないも のである こ と 。  

ウ  常時閉鎖以外のも のは、 火災によ り 煙が発生し た場合に自動的に閉鎖する も のである こ と 。 

 ⑷ 防火対象物の特定主要構造部が耐火構造で、かつ、壁及び天井の室内に面する 部分の仕上げを

準不燃材料で施工さ れている も ので、 ５ 階以上の部分を 床面積 2 0 0 平方メ ート ル以内ご と に上

記⑶と 同様な区画がさ れている も の。  



２  第２ 項の規定は、 本条によ り 設置する 屋内消火栓設備の技術上の基準については、 令第 1 1 条第

３ 項及び第４ 項の例によ る こ と を 定めたも のである 。  


